
78 

 

 

※賃上げ要件について「ＯＲ」になっていることに十分留意してください。「ＡＮＤ」要件

ではありません。 

 

① 

・雇用者給与等支給額の 

・比較雇用者給与等支給額に対する増加割合が 2.5％以上である場合 

・税額控除率に 15％を加算します。→(A) 

 

②  

・教育訓練費の額の比較教育訓練費の額に対する増加割合が 10％以上である場合、 

・税額控除率に 10％を加算します。→（Ｂ） 

 

↓ 
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→(A)と →（Ｂ）は「かつ」ではなく「又は」に改正されました。※上掲図表及びコメント

参照のこと。 

 

（注）上記（1）の（注４）は、上記においても同様です。 

※ 

（注４） 

・教育訓練費に係る税額控除率の上乗せ措置の適用を受ける場合 

・教育訓練費の明細を記載した書類の保存（現行：確定申告書等への添付）をしなければな

らないこととします。 
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※教育訓練費に係る税額控除の上乗せ措置の適用について 

↓ 

改正前：教育訓練費の明細を記載した書類の確定申告書への添付要件 

改正後：保存義務要件 

 

※上乗せ要件について「経営力向上計画の認定に係る要件」がありません。 

 

※所得拡大促進税制の適用要件を満たさない場合 

↓ 

下記が適用されるかチェックが必要です。 

「継続雇用者に対する給与等が増加要件を満たしている場合」 

↓ 

「給与等の支給額が増加した場合の税額控除制度」の適用可能か？ 
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４ その他 

 

（1）修正申告書等の記載事項の整備（大綱 P88～） 

 

 

 

・修正申告書 

及び 

・更正請求書の記載事項から、 

・その申告前又はその請求に係る更正前の課税標準等、納付すべき税額の計算上控除する

金額及び還付金の額の計算の基礎となる税額を除外するほか、所要の整備を行います。 

 

（注）上記の改正は、令和４年 12 月 31 日以後に課税期間が終了する国税（課税期間のな

い国税については、同日後にその納税義務が成立する当該国税）に係る修正申告書又は更

正請求書について適用します。 
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（2）個人番号カードを利用した e-Tax の利便性の向上 

・あらかじめ行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の

規定により電子情報処理組織を使用して個人番号の提供を受ける場合の本人確認の措置

（国税庁長官が定めるものに限ります。）が行われた場合には、 

・個人番号カードを用いて電子情報処理組織を使用する方法（e-Tax）により申請等を行う

際に、識別符号及び暗証符号の入力並びに電子署名及び電子証明書の送信を要しないこと

とします。 

 

（注１）上記の改正は、令和５年１月１日以後に行う申請等について適用します。 

（注２）上記の改正と併せて、e-Tax による手続の簡素化・合理化、ＧビズＩＤ（法人共通

認証基盤）を活用した申請等、スマートフォンを使用して上記の本人確認の措置を行うこ

とを可能とする等、申告利便等の更なる向上に取り組みます。(大綱 88 項) 
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（7）タイムスタンプの国による認定制度の創設に伴うスキャナ保存制度等の整備（大綱

P90 ～） 

・国税関係書類に係るスキャナ保存制度 

及び 

電子取引（取引情報の授受を電磁的方式により行う取引。以下同。）の取引情報に係る電磁

的記録の保存制度のタイムスタンプ要件について、 

・その付与期間内に 

・国税関係書類に係る電磁的記録 

又は 

・電子取引の取引情報に係る電磁的記録の記録事項に総務大臣が認定する時刻認証業務に

係るタイムスタンプ（現行：一般財団法人日本データ通信協会が認定する業務に係るタイ

ムスタンプ）を付すこととします。 

 

（注１） 

上記の改正は、令和４年４月１日以後に保存が行われる国税関係書類又は電子取引の取引

情報に係る電磁的記録について適用します。 

 

（注２）令和４年４月１日から令和５年７月 29 日までの間に保存が行われる国税関係書

類又は電子取引の取引情報に係る電磁的記録のタイムスタンプ要件について、従前どおり

上記の記録事項に一般財団法人日本データ通信協会が認定する業務に係るタイムスタンプ

を付すことを可能とする経過措置を講じます。 
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（8）電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存への円滑な移行のための宥恕措置の整備

（大綱 P90 ～） 

・電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度について、 

・令和４年１月１日から令和５年 12 月 31 日までの間に 

・申告所得税 

及び 

・法人税に係る保存義務者が行う電子取引につき、 

・納税地等の所轄税務署長が当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存要件に従っ

て保存をすることができなかったことについて 

・やむを得ない事情があると認め、（→今後の FAQ 留意） 

かつ、 

・当該保存義務者が質問検査権に基づく当該電磁的記録の出力書面（整然とした形式及び

明瞭な状態で出力されたものに限ります。）の提示又は提出の求めに応じることができるよ

うにしている場合には、 

・その保存要件にかかわらず、 

・その電磁的記録の保存をすることができることとする経過措置を講じます。 


